
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間 単位時間

年

選択により
96、101また

は102
単位 136 単位 単位 31 単位 単位 単位

20 人 105 人 人 77 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 7

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 無
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等にお
いてその担当する教育等に従事した者であって、当
該専門課程の修業年限と当該業務に従事した期間と
を通算して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 1

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 4

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号）

 計

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、
高度の実務の能力を有する者を想定）の数

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号）

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号）

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

総授業時数
選択により

96、101または102

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 2

うち必修授業時数

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

一般企業等

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

2

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.saitama-cmcc.ac.jp/subject/business/

86
■進学者数 0
■その他

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち必修授業時数
選択により

96、101または102

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

81

（令和７年度卒業生）

6
■地元就職者数 (F) 2
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

33

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 7
■就職希望者数 (D)　　　　　： 6
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和８年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

学科の目的
   ビジネス科の学生が主に就職する一般企業において必要な実践的かつ専門的な能力は、「パソコンの活用能力、事務に関するさまざまな知識」である。本科ではこれ
らの能力を身につけることを目的としている。具体的にはパソコンのビジネスソフトの操作演習を重点的に行っている。さらに会社のキャッシュフローを理解するため簿記
検定に力を入れている。また能力を身につけた証明として、企業等が推奨する資格の取得に力を入れている。

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

取得可能な資格：ＭＯＳ、日商PC検定（文書作成、データ活用、プレゼン資料作成）、日商簿記検定、秘書検定、ビジネス文書検定等
中退率：10.3％

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

商業実務 商業実務専門課程 ビジネス科 平成22(2010)年度 - 平成26(2014)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

令和8年7月31日

330-0855

048-642-0020
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人実学舎 昭和58年10月11日 坂本健司 埼玉県さいたま市大宮区上小町１４５０番３
330-0855

048-642-0020

埼玉コンピュータ＆医療事務
専門学校

昭和59年3月31日 髙野庸夫 埼玉県さいたま市大宮区上小町１４５０番３

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地



種別

①

①

③

③

③

③

③

－

－

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

熊沢 豊 熊沢印刷工芸 株式会社
令和7年6月23日～令和9年3
月31日（1年9月）

大木 健一 埼玉コンピュータ＆医療事務専門学校 教務部長代理
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

髙野 庸夫 埼玉コンピュータ＆医療事務専門学校 校長
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

深野 敦史 埼玉コンピュータ＆医療事務専門学校 教務部長
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

千葉 崇文 アイジャパン 株式会社
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

杉浦 真一 埼玉コンピュータ＆医療事務専門学校 総務課長
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

年2回　（8月、12月）

（開催日時（実績））
第１回　令和7年8月25日　16：00～17：00
第２回　令和7年12月15日　16：00～17：00

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本方
針
　学生の就職先の業界において必要とされる知識・技術・技能及び人材像の動向、国または地域の産業振興の方向性、新
産業成長に伴い新たに必要とされる知識・技術・技能について企業等に聞き取り調査を行う。これらの分析結果と本校で実
施している学科会議、職員会議の内容とあわせて「教育課程編成委員会」にて検討し意見を伺う。この結果を本校にて12月
に実施している次年度教育課程編成審議会で審議し、本校の教育課程（授業科目、授業内容、方法の改善、工夫）に反映
することを基本方針とする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

　本校の教育課程の編成は、学科会議、職員会議の結果に基づき、次年度教育課程編成審議会で審議し行っている。「教
育課程編成委員会」は、学科会議、職員会議の内容と企業等の聞き取り調査を基に年2回実施し、その意見を次年度教育
課程編成審議会に反映する。
（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期
令和8年7月31日現在

恩田 知枝 さいたま商工会議所
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

関 隆司 医療法人明浩会 西大宮病院
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

坂本 健司 学校法人実学舎 理事長
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

斉藤 等 株式会社 アイネット
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

鈴木 良雄 公益社団法人 埼玉県情報サービス産業協会
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

桝谷 都由 イシイ 株式会社
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。

 企業等委員からの「学生の理解度を把握した上で授業を展開することが重要」との意見を踏まえ、学生一人ひとりの理解度
を丁寧に確認しながら授業を進めている。留学生に対しては、キーパーソンとなる学生との協働により、授業中に日常的な
日本語使用を促す支援体制を整え、日本語で考え・伝える力を育成している。これらの取り組みを通して、理解度に応じた授
業運営と日本語力向上の双方を実現することを目指している。



科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

　専攻分野に関する職業に必要となる実践的かつ専門的な能力を育成する目的で、企業等から講師の派遣を依頼する場合
や学生が企業等で実習を受ける場合、教育課程編成委員会の提言と本校の検討を十分生かした内容を踏まえつつ、実習・
演習等の内容、期間、評価方法、料金等の事項を企業等と打合せ、協定書等を結ぶ。また、企業等から派遣された講師と
本校担当教員が、実習・演習等の状況や学生の状況について適時打合せを行い、必要に応じて適切な対応をとる。校外に
おいての企業等の実習においても同様とする。実習・演習等が終了後、担当講師が事前に定めた評価を行う。評価結果に
基づき、担当講師もしくは本校が単位を認定する。今回実施した実習・演習等の内容を学科会議、職員会議にて検討し、今
後の企業等と連携する実習・演習等に反映する。

秘書理論・実務Ⅱ

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

販売スタッフが身に着けるべきマナー、販売・接客の
基本の仕入・在庫管理やマーケティングなどについて学

ぶ。
みなみの事務所　　伊達　敏郎

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
　教育課程編成委員会の提言を受けて、学生の就職先の業界において必要とされる知識・技術・技能及び人材像の動向、
国または地域の産業振興の方向性、新産業成長に伴い新たに必要とされる知識・技術・技能を、企業等と組織的な連携を
通じて、その業界から派遣された職員が講師になり、あるいは学生が企業等で実習を受けるなりして、実践的かつ専門的な
職業教育を受ける体制を構築することを基本方針とする。また、本校で定めた評価方法に基づき企業等と評価方法を定め、
企業等の担当講師が評価を行い、担当講師もしくは本校が単位を認定する。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

「考え方一つでこんなに変わる！Growth　Mindestを身に
つけて、成長し続ける人材・組織を目指す」

連携企業等： Udemy Business

令和7年4月4日（金） 対象： 教務主任

Growth Mindeset（成長マインドセット）は、能力や知能が努力や学びを通じて伸ばせるという考え方。挑戦
を歓迎し、失敗を学びの機会と捉え、他人の成功に刺激を受け努力を続ける姿勢を大切にする。努力を重
視し、困難に向き合いながら自分の可能性を広げていく考え方を学生指導に活用したい。

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

　最新の知識・技術・技能の習得、授業及び学生に対する指導力等の修得・向上、その他教員の資質向上のため、教員の
業務経験や能力、担当科目、授業以外の担当業務等に応じて、専攻分野における実務に関する研修、指導力の修得・向上
のための研修を企業等と連携して行うことを研修規程に定めている。また、研修を受けた教員は、必要に応じて他の教員へ
の研修報告を行う。

「生産性を高めるWindows/エクセル/パワーポイント/ワー
ドのショートカット講座 」

連携企業等： Udemy Business

令和7年4月7日（月） 対象： 教務係長

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

ワードやエクセルの操作スキル、特にショートカットキーを活用し、業務効率の向上を実現する研修。迅速
かつ正確な作業を行える人材育成のためワードプロセッサ等の授業に役立てたい。

②指導力の修得・向上のための研修等

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

独立行政法人教職員支援機構

令和8年6月5日（金） 対象： 教務係長

学生一人ひとりの良さや可能性に目を向け、価値ある存在として認める指導の重要性を学んだ。学生の行
動の背景を理解し、強みを見つけて言語化することで、自己肯定感と学習意欲を高める指導方法について
理解を深めた。今後は、授業の中で学生の強みを見つけ、認め、伸ばす関わりを実践し、学習意欲と自信
を育てる指導へとつなげ、学生指導に活用していきたい。

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

2026年度簿記指導者セミナー 連携企業等： 日本商工会議所

令和8年5月28日（木） 対象： 教務係長

②指導力の修得・向上のための研修等

コーチングのスキルと活用Ⅰ 連携企業等：

日商簿記は2027年度から大きく改定され、3級・2級ともに手形が完全に出題範囲外となり、実務に合わせ
て電子記録債権・債務が中心となる。3級では新たに売上原価対立法・固定資産の除却・定率法が追加さ
れ、やや理解型へ難化。2級では新リース会計基準（オンバランス処理）が導入され、より実務寄りの内容に
移行するという改定についての説明。次年度の検定試験に向けて学生に指導できるよう努めたい。



（６）教育環境

6-30　施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備できて
いるか
6-31　学外実習、インターンシップ、海外研修等について十分な教育体
制を整備しているか
6-32　防災に対する体制は整備されているか

（７）学生の受入れ募集

7-33　学生募集活動は、適正に行われているか
7-34　学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか
7-35　入学選考は、適正かつ公平な基準に基づき行われているか
7-36　学納金は妥当なものとなっているか

（８）財務

8-37　中長期的に学校の財務基盤は安定しているといえるか
8-38　予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか
8-39　財務について会計監査が適正に行われているか
8-40　財務情報公開の体制整備はできているか

（３）教育活動

3-10　各教科の教育目標、育成人材像は、その学科に対応する業界の
人材ニーズに向けて正しく方向づけられているか
3-11　各学科の教育目標、育成人材像を構築する知識、技術、人間性
等は、業界の人材ニーズレベルに照らして、また学科の教育期間を勘
案して、到達することが可能なレベルとして、明確に定められているか
3-12　カリキュラムは体系的に編成されているか
3-13　学科の各教科は、カリキュラムの中で適正な位置付けをされてい
るか
3-14　授業評価の実施・評価体制はあるか
3-15　育成目標に向け授業を行うことができる要件を備えた教員を確
保しているか
3-16　成績評価・単位認定の基準は明確になっているか
3-17　資格取得の指導体制はあるか

（４）学修成果

4-18　就職率（卒業者就職率・求職者就職率・専門就職率）の向上が図
られているか
4-19　資格取得率の向上が図られているか
4-20　退学率の低減が図られているか
4-21　卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか

（５）学生支援

5-22　就職・進学指導に関する体制は整備され、有効に機能している
か
5-23　学生相談に関する体制は整備され、有効に機能しているか
5-24　学生の経済的側面に対する支援が全面的に整備され、有効に
機能しているか
5-25　学生の健康管理を担う組織体制があり、有効に機能しているか
5-26　課外活動に対する支援体制は整備され、有効に機能しているか
5-27　学生寮等、学生の生活環境への支援は行われているか
5-28　父母等と適切に連携しているか
5-29　卒業生への支援体制はあるか

1-1　理念・目的・育成人材像は定められているか
1-2　学校の特色はなにか
1-3　学校の将来構想を抱いているか

（２）学校運営

2-4　運営方針は定められているか
2-5　事業計画は定められているか
2-6　運営組織や意思決定機能は、効率的なものになっているか
2-7　人事や賃金での処遇に関する制度は整備されているか
2-8　意思決定システムは確立されているか
2-9　情報システム化等による業務の効率化が図られているか

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。ま
た、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
 「専修学校における学校評価ガイドライン（平成25年3月文部科学省策定）」を踏まえつつ、学校自らが行った自己点検・評
価の結果を企業等の役員または職員その他必要な委員（父母等、卒業生等）により組織される学校関係者評価委員会にお
いて評価し、それをすべての教職員が参加する次年度教育課程編成審議会、職員会議で検討し、次年度の教育活動その
他学校運営に活用することを基本方針とする。また自己点検・評価及び学校関係者評価の結果は、本校ホームページにて
公表する。
（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（９）法令等の遵守

9-41　法令、設置基準等の遵守と適正な運営がなされているか
9-42　個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか
9-43　自己点検・自己評価の実施と問題点の改善に努めているか
9-44　自己点検・自己評価の結果を公開しているか

（１）教育理念・目標



種別
教育関係
者

企業等

企業等

企業等

企業等

企業等

父母等

卒業生

卒業生卒業生
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.saitama-cmcc.ac.jp/school/disclosure/
公表時期： 令和7年9月1日

イシイ 株式会社
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

熊沢 豊 熊沢印刷工芸 株式会社
令和7年6月23日～令和9年3
月31日（1年9月）

千葉 崇文 アイジャパン 株式会社
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

桝谷 都由

関 隆司 医療法人明浩会 西大宮病院
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

土屋 雅弘 卒業生
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

菅井 彩花

長谷川 清司 元 高等学校校長
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

斉藤 等 株式会社 アイネット
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

※（１０）及び（１１）については任意記載。

山下 綾子 父母等
令和7年4月1日～令和9年3月
31日（2年）

（３）学校関係者評価結果の活用状況
　学校関係者評価委員より、InstagramなどSNS活用を促進したらどうか、ホームページにはない効果があり訴求力が高まる
のではないかとの意見があった。令和8年度はInstagramなどSNSを積極的に活用し、活発な学校生活の可視化に取り組ん
でいる。
（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和8年7月31日現

名　前 所　　　属 任期

（１０）社会貢献・地域貢献
10-45　学校の教育資源や施設を活用した社会貢献を行っているか
10-46　学生のボランティア活動を奨励、支援しているか

（１１）国際交流 特に定めていない



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.saitama-cmcc.ac.jp/school/disclosure/
公表時期： 令和8年4月1日

（１１）その他 特になし
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 8-22　財務状況

（９）学校評価
9-23　自己点検・評価の結果
9-24　学校関係者評価の結果

（１０）国際連携の状況 特になし

（５）様々な教育活動・教育環境
5-15　施設・設備
5-16　課外活動のこと

（６）学生の生活支援 6-17　学生への経済面での支援

（７）学生納付金・修学支援

7-18　学費
7-19　学費以外の費用
7-20　学費免除制度
7-21　学費以外の経済的支援制度

（２）各学科等の教育

2-4　入学定員及び在学学生数
2-5　各学科の特徴
2-6　各学科の目標資格と取得率
2-7　各学科のめざす職業
2-8　各学科の時間割

（３）教職員
3-9　各学科の教職員の紹介
3-10　特徴ある教員の紹介

（４）キャリア教育・実践的職業教育

4-11　キャリア教育の内容
4-12　就職率
4-13　主な就職先
4-14　実践的職業教育の内容

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
　企業等の関係者が本校の専門課程全般について理解を深めるとともに、企業等の関係者との連携及び協力の推進に資
するため「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」を踏まえつつ、本校の教育活動その他の学校運営
の状況に関する情報をホームページや印刷物にて提供することを基本方針とする。
（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応

ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画
1-1　学校の教育・人財育成の目標、特色
1-2　校長名、所在地、連絡等
1-3　学校の遠隔、歴史

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係
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○
秘書理論・
実 務 Ⅰ

目標資格は「秘書検定２級」以上です。言葉
遣いや社会人としてのマナーを身につけ、即
戦力を養います。

１
通

120 8 ○ ○ ○

○
秘書理論・
実 務 Ⅱ

目標資格は「ビジネス文書２級」「秘書検定
準1級」です。秘書理論・実務Ⅰの内容を深め
より実践的なことを身につけます。

２
通

120 8 ○ ○ ○ ○ ○

○
ワードプロ
セ ッ サ Ⅰ

タッチタイピングの技能を身につけます。目
標資格は「日商PC検定（文書作成）3級」で
す。

１
通

60 4 ○ ○ ○

○
ワードプロ
セッサⅠ演

習

目標資格は「日商PC検定（文書作成）3級」で
す。ワードをもちいて実際に使われている
「挨拶状」「案内状」「招待状」などのビジ
ネス文書を作成します。

１
通

120 4 ○ ○ ○

○
ワードプロ
セ ッ サ Ⅱ

目標資格は「日商PC検定文書作成２級」で
す。企業で使われる文書作成や業務の目的に
応じてわかりやすいビジネス文書の作成方法
を学びます。

２
通

60 4 ○ ○ ○

○
ワードプロ
セッサⅡ演

習

目標資格は「日商PC検定文書作成２級」で
す。正確にかつ迅速にビジネス文書の作成が
できることをめざします。

２
通

60 2 ○ ○ ○

○
実務ソフト
Ⅰ 演 習

Excelの実践的なテクニック(関数、グラフ、
データベースなど）を中心に操作技術を習得
し、「日商PC（データ活用）検定」の資格取
得をめざします。

１
通

60 2 ○ ○ ○

○
実務ソフト
Ⅱ 演 習

プレゼンの工程を理解し、プレゼンソフト
（パワーポイント）の機能を身につけるとと
もに、分かりやすいプレゼン資料の作成をし
ます。

２
通

60 2 ○ ○ ○

○ 資 格 対 策
簿記の演習を中心に、
一年次で取得する資格の授業を行います。

１
通

120 8 ○ ○ ○

○ 資 格 対 策
簿記の演習を中心に、
二年次で取得する資格の授業を行います。

２
通

150 10 ○ ○ ○ ○

○
パソコン演
習 Ⅰ

Excelの応用機能を中心に演習を行います。使
い方の理解がゴールではなく、情報の収集・
加工・伝達・蓄積ができるようになることを
めざします。

１
通

60 2 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（商業実務専門課程ビジネス科）令和8年度

分類
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次
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学
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業
　
時
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単
 
位
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業
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の
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○
パソコン演
習 Ⅱ

パソコン演習Ⅰで習得した技術をもとに、各
種分析や管理、自動化などのExcelの応用機能
を中心に演習を行います。

２
通

60 2 ○ ○ ○

○
パソコン演
習 Ⅲ

書類作成や効率的な事務処理を身につけ、実
務のデータ処理を想定した演習を、Excelを用
いて行います。「日商PCデータ活用2級」の合
格をめざします。

２
通

60 2 ○ ○ ○

○ WEB 演 習 Ⅰ
インターネットビジネスの仕組みを学びま
す。ホームページ作成ソフトを用いてウェブ
サイトを制作します。

１
通

60 4 ○ ○ ○

○ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ会計

コンピュータ会計システムの導入及び運用方
法について理解を深めます。
企業における記帳・決算・財務諸表作成を実
践的に学習します。

２
通

60 2 ○ ○ ○

○ 簿 記 Ⅰ
目標資格は「日商簿記検定３級」です。基礎
的な商業簿記原理および記帳、決算などに関
する実務を学びます。

１
通

90 6 ○ ○ ○

○ 簿 記 Ⅱ
目標資格は「日商簿記検定３級」です。簿記
Ⅰの授業と併せて記帳、決算などに関する実
務の演習を行います。

１
通

60 4 ○ ○ ○

○
パソコン基
礎 Ⅰ

ITに関する基礎的な知識を身につけ、実務に
効果的にITを活用できる力を養います。

１
通

60 4 ○ ○ ○

○ 商 業 簿 記
目標資格は「日商簿記検定２級」です。財務
諸表、税効果会計、連結会計など商業簿記の
さまざまな事を学びます。

２
通

120 8 ○ ○ ○

○ 工 業 簿 記

目標資格は「日商簿記検定２級」です。材料
を仕入れ、製造し、製品を販売する製造会社
の財務状態を記録する工業簿記のさまざまな
事を学びます。

２
通

60 4 ○ ○ ○

○
パソコン操
作 応 用 Ⅰ

目標資格は「ITパスポート試験」です。企業
における情報リテラシについて学びます。

２
通

60 2 ○ ○ ○

○
パソコン操
作応用Ⅱ演

習

目標資格は「ITパスポート試験」です。パソ
コン操作応用Ⅰの授業と連携し、試験の知識
領域である、ストラテジ系・マネジメント系
の領域の学習を行います。

２
通

60 2 ○ ○ ○
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○
ＷＥＢ演習

Ⅱ

インターネットを使用し、商品やサービスを
販売して利益を得るビジネスの仕組みについ
て学び、ECサイトデザイン・構築、運営（販
売）、SNS活用などの知識や技術を体系的に学
習します。

２
通

60 2 ○ ○ ○

○ 色 彩 演 習
色彩の科学的理解と、販売事務に求められる
色彩の基礎的表現力を養い「色彩検定」の合
格をめざします。

２
通

60 2 ○ ○ 〇

○ 販 売 士
目標資格は「日商販売士検定３級」です。販
売員としての基礎的な知識と技術を身につけ
ます。

２
通

90 3 ○ ○ 〇

○ 販 売 実 習
企業での実際の業務を通じて、これまでに修
得した知識や技術を確認し、即戦力を養いま
す。

２
後

30 1 ○ ○ 〇 〇

○
ホテル総論

Ⅰ
ホテルの基礎知識や、宿泊・飲料・宴会を中
心としたサービスを体系的に学びます。

1
通

120 8 ○ ○

○
ホテル総論

Ⅱ

「ホテル総論Ⅰ」をベースに、実務に直結す
る知識を学び、検定試験に挑戦します。目標
資格は「ホテルビジネス実務検定試験」で
す。

２
通

60 4 ○ ○

○
料飲サービ
ス Ⅰ

食品衛生、西洋料理の食材と調理法、飲料の
種類、宴会の運営などを学びます。

１
通

60 4 ○ ○

○
料飲サービ
ス Ⅱ

「料飲サービスⅠ」をベースに、実務に直結
する知識を学び、検定試験に挑戦します。目
標資格はホテル系分野唯一の国家資格である
「レストランサービス技能検定」です。

２
前

30 2 ○ ○

○ ブライダル

成約までのコーディネート業務、衣装選定、
ブーケ、着付け、コーディネート、演出を学
びます。目標資格は「アシスタント・ブライ
ダル・コーディネーター検定」です。

２
通

60 4 ○ ○

○
ホテル英会

話

宿泊予約、チェックイン/アウト、ゲストとの
会話など、様々なシーンで必要な英会話を学
びます。

１
後

30 2 ○ ○

○
ホテル・ブ
ライダル実

習

授業で学んだ技術や技能を「職場実習」を通
してより実践的なものとします。

２
前

30 1 ○ ○
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○
キャリアデ
ザ イ ン

自己分析を行い、それを元に
履歴書を完成し、面接対策を行う。

１
後

30 2 ○ ○ ○

○
キャリアデ
ザ イ ン

企業研究、キャリアパスをデザインすること
を学ぶ。

２
前

30 2 ○ ○ ○

○
ＨＲ（キャ
リア指導含
む ）

就活に関する対策
(一般常識・作文・コミュニケーションスキ
ル）を行う。

１
通

60 4 ○ ○ ○

○
ＨＲ（キャ
リア指導含
む ）

就職活動に役に立つように、企業分析、自己
分析、就活方法、履歴書、面接、適性、一般
常識に関して学ぶ。

２
通

60 4 ○ ○ ○

　　　37科目合計 選択により96、101または102単位

卒業要件及び履修方法 授業期間等

通年の成績評価が全科目50点以上かつ出席率が60％以上であり、
卒業判定会議において卒業が認められた者。

１学年の学期区分 2期

１学期の授業期間 週


